
豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊橋市補助金等交付規則（平成７年豊橋市規則第８号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付について必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 この補助金は、市内の中小企業者が、事業の内容を過去に実績のない日本標準産業分

類に掲げる中分類の異なる事業へ変更する事業（以下「業態転換」という。）、インターネッ

トショップ等を開設・改善する事業（以下「ＥＣサイト開設・改善」という。）、クラウドフ

ァンディングを活用して資金調達する事業（以下「クラウドファンディング」という。）又は

デジタル技術を導入する事業（以下「デジタル化」という。）を行う際に要する経費に対し、

予算の範囲内において補助することにより、中小企業者の新たなチャレンジを支援し、もって

本市産業の持続的な発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する者をい

う。 

(２) 店舗等 市内で事業活動を営む、店舗、事務所、工場・倉庫等をいう。 

(３) フランチャイズチェーン 次のいずれにも該当する店舗等をいう。 

ア 他の事業者（以下「本部」という。）から、特定の商標、商号等を使用する権利を付与

されている店舗等であること。 

イ 物品の販売、サービスの提供その他の事業又は経営に当たって、本部からの援助、統

制、指導等に基づき、統一的な方法により営業等が実施されている店舗等であること。 

ウ ア及びイの対価として、本部に金銭を支払っている店舗等であること 

（４） 業態転換 次の各号のいずれかにより、事業の内容を過去に実績のない日本標準産業分

類に掲げる中分類の異なる事業へ変更するもの。ただし別表第１に定めるものを除く。 

 ア 屋号変更 既存の事業に替えて新たな事業を開始するものであって、店舗等の屋号変更や

外観（外壁、出入り口、看板等）の刷新等により客観的に業態転換したことがわかるものを

いう。 



 イ 区分営業 既存の事業を継続しつつ、当該事業を営む建物と同一の建物内において、営業

に係る時間帯を区分し、又は別の区画等を設けることにより、新たな事業を開始するものを

いう。 

 ウ 新店進出 既存の事業とは別の場所において新たな事業を開始するものをいう。 

(５) ＥＣサイト インターネット上で商品の販売を行うウェブサイト又はインターネット上

でサービスの提供を行うウェブサイトをいう。 

（６）クラウドファンディング 購入型クラウドファンディングを利用してインターネットを通

じて、不特定多数の者から資金を集める資金調達方法をいう。 

（７）購入型クラウドファンディング クラウドファンディングのうち、商品またはサービス提

供の対価として金銭を充てて行われるものをいう。 

（８）プロジェクト クラウドファンディングにより、調達する資金で実施する事業をいう。た

だし、資金を調達する目的が、市外への店舗進出や設備投資等となる場合を除く。 

（９）クラウドファンディング仲介事業者 クラウドファンディングによる資金調達のためのウ

ェブサイトの運営及びサービスを提供する事業者をいう。 

（10）デジタル化 人材不足を解消し業務効率化、生産性向上等を図るために必要となるシステ

ムの導入や、それに付随する機械装置等を導入することをいう。  

（補助対象者） 

第４条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の全ての要件を満たすもの

とする。 

(１) 市内に本店（個人事業者にあっては住所）を有する中小企業者であること。 

(２) 継続して１年以上事業を営む者であること。（個人事業者が同一の事業内容を引き継

ぎ、法人を設立する場合にあっては、個人事業を開始する際の開廃業届出書が提出された日

を起算日とする。） 

(３) この補助金の交付を受けた日以後も、継続して補助対象となる事業を行う意思があるこ

と。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付の対象

としない。 

 (１) 主として日本標準産業分類に掲げる大分類Ａ農業・林業又はＢ漁業を行う者  

 (２) 本市に納付すべき市税（市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、鉱産税）を滞



納している者（地方税法（昭和25年法律第226号）の規定に基づく市税の徴収猶予を受けた者

を除く） 

(３) 豊橋市暴力団排除条例（平成23年豊橋市条例第２号）第２条第１号に規定する暴力団（以

下「暴力団」という。） 

(４) 豊橋市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

(５) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団員等」という。） 

(６) 暴力団、暴力団員又は暴力団員等をその構成員に含む法人その他の団体 

(７) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５

項に規定する性風俗関連特殊営業を行う事業者又は当該営業に係る「接客業務受託営業」を

行う者 

(８) 宗教上の組織若しくは団体又は政治団体であると市長が認める者 

(９) その他市長が適当でないと認める者 

（補助対象事業等） 

第５条 補助対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助の対象となる経費（以下

「補助対象経費」という。）、補助率及び補助限度額は、別表第２に定めるとおりとする。た

だし、補助金は、予算で定める額の範囲内で交付するものとする。 

（事業完了時の要件） 

第６条 補助対象事業の完了時に、次の全ての要件を満たすものとする。 

（１） 市内に所在する店舗等 

（２） 市外に本部を有するフランチャイズチェーンでないこと 

（３） 日本標準産業分類に掲げる細分類7661－キャバレー、ナイトクラブでない      

こと 

（交付の申請） 

第７条 規則第４条第１項による補助金の交付の申請は、別表第３に定めるところにより必要と

なる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税の仕入控除税額に相当する額を含まないものとす

る。 

３ 補助金の申請は、１年度につき１補助対象事業、１回までとする。 

（交付の決定） 



第８条 規則第５条の規定による補助金の交付の決定は、豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助

金交付決定通知書（様式第８）により、前条の規定による補助金の交付の申請をした者（以下

「申請者」という。）に対して通知するものとする。ただし、クラウドファンディングについ

ては豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付決定・確定通知書（様式第19）により通知す

るものとする。 

２ 前条の補助金の交付の申請について、補助金の交付が適当でないと市長が認めたときは、豊

橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金不交付決定通知書（様式第９）により、申請者に対して

通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 規則第７条の規定による補助金の交付の申請の取下げは、補助金の交付の決定を受けた

日から起算して30日以内とする。この場合において、第８条第１項の補助金の交付の決定を受

けた者（以下「補助事業者」という。）は、その旨を記載した書面を市長に提出しなければな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、国の小規模事業者持続化補助金等他の補助金の採択又は交付決定

を理由とした申請の取下げはできないものとする。 

（計画変更等の承認） 

第10条 規則第８条第１項の規定による補助事業の内容の変更、中止又は廃止をしようとする場

合は、豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金計画変更等承認申請書（様式第10）に計画変更

等の内容が確認できると市長が認める書類を添付して市長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請について、その内容を審査し適当であると認めた場合は、豊

橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金変更等決定通知書（様式第11）により補助事業者に通知

するものとする。 

（実績報告） 

第11条 規則第10条第１項の規定による補助事業完了の報告は、当該完了の日から起算して30日

を経過した日又は会計年度の末日のいずれか早い期日までに、別表第４に掲げる書類を添えて

行わなければならない。ただし、別表第３に規定する補助対象事業のうち、クラウドファンデ

ィングについては、この限りではない。 

（補助金の額の確定） 



第12条 市長は、前条の規定による報告があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の

交付を適当と認めたときは、規則第11条の規定による補助金の額の確定をし、豊橋市新ビジネ

スチャレンジ応援補助金確定通知書（様式第18）により通知するものとする。ただし、クラウ

ドファンディングについては豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付決定・確定通知書

（様式第19）により通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第13条 補助金は、前条の規定により確定した額について、補助事業者からの請求に基づき、補

助事業が完了した後に交付するものとする。 

（事業状況の報告） 

第14条 市長は補助事業者に対し、第12条の交付確定の決定年度の翌年度において、事業状況の

報告を求めることができる。 

（交付決定の取消し） 

第15条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金を受けたとき。 

(２) 補助金を補助事業の目的以外に使用したとき。 

(３) 補助事業を中止又は廃止したとき。 

(４) 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付決定の内容又はこの要綱の規定に違反したと

き。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用す

ることを妨げない。 

３ 第１項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消された補助事業者は、既に交

付を受けた補助金があるときは、その全部又は一部を返還し、又は市長が必要と認める措置を

講じなければならない。 

（財産処分の制限） 

第16条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、次に掲げる財

産を、市長の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならない。 

(１) 不動産及びその従物 



(２) その他の重要な財産で、取得価格又は効用の増加価格が１件当たり50万円以上のもの 

２ 前項の規定にかかわらず、不動産にあっては10年、不動産の従物及びその他の重要な財産に

あっては５年を経過した場合は、当該財産等を処分等することができる。 

３ 補助事業者は、第１項の規定により市長の承認を得て処分等したことにより収入があったと

きは、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を、市長に対して納付しなければな

らない。ただし、市長が必要ないと認める場合はこの限りでない。 

（検査等） 

第17条 市長は、補助事業者に対して補助事業に関し必要な指示をし、報告を求め、又は検査を

することができる。 

（書類の保存） 

第18条 補助事業者は、補助事業に係る書類を５年間保存しなければならない。 

（雑則） 

第19条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要綱は、令和３年10月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（補助対象外事業となる業態転換） 

転換前 転換後 

大分類D 建設業 大分類D 建設業 

大分類K 不動産業、物品賃貸業 大分類K 不動産業、物品賃貸業 

中分類76 飲食店 中分類77 持ち帰り・配達飲食サービス業 

中分類77 持ち帰り・配達飲食サービス業 中分類76 飲食店 

 

補助対象事業 補助対象経費 補助率及び補助限度額 

業態転換 

（設備・備品費） 

１ 業態転換後の事業で使用し市内に設置する、財又はサービス

の生産や提供に必要となる１設備・備品（※１）あたり 10

万円以上の購入に要する費用 

 

（改装工事費） 

２ 業態転換後の店舗等で行う、1工事あたり10万

円以上の、市内に本店（個人については住所）

を有する中小企業者に施工を発注する改装工事

に係る費用 

補助対象経費から国、

地方公共団体その他公

共的団体からの助成額

を差し引いた額の1/2

以内（千円未満の金額

は切り捨てる。）で、

限度額50万円 

ECサイト 

開設・改善 

（ ECサイト開設・改善費） 

１  ECサイトの開設・改善に係る費用 

 

（HP開設・改善費） 

２  自社HP開設・改善に係る費用。ただし、１の

費用を伴う場合に限る。 

※改善とは、既存からリニューアルを行っている

ことが、そのウェブサイトを客観的に見てわか

る改善であり、その改善の内容が見積書により

示されていること（単なるショッピングモール

の追加等は対象外） 

補助対象経費から国、

地方公共団体その他公

共的団体からの助成額

を差し引いた額の1/2

以内（千円未満の金額

は切り捨てる。）で、

限度額10万円 



別表第２（補助対象経費、補助率及び補助限度額） 

（※１）その設備・備品単体で単一機能を果たすもの 

 

クラウド 

ファンディング 

（手数料） 

１ クラウドファンディングのプロジェクト終了の

日から交付申請の日までに、クラウドファンデ

ィング仲介事業者へ支払う以下の費用 

（1）クラウドファンディング仲介事業者のサービス手数料（利

用手数料及び決済手数料））サービス手数料（利用手数料及び

決済手数料） 

（2）支援金を早期に受け取るための手数料 

   

（委託費） 

２ プロジェクト終了の日の１年前から交付申請の

日までに支払う、プロジェクト実施に必要となる

以下の費用。ただし、１の費用を伴う場合に限

る。 

（1）クラウドファンディングのプロジェクト制作

及び仲介事業者への申請代行委託費 

（2）プロジェクトページのページコンテンツ（文

書、写真、動画等）の制作代行委託費 

補助対象経費から国、

地方公共団体その他公

共的団体からの助成額

を差し引いた額の1/2

以内（千円未満の金額

は切り捨てる。）で、

限度額10万円 

デジタル化 

（ソフトウェア） 

１ 生産性向上に寄与する機能を有するソフトウェ

ア導入費用やライセンス取得費用 

 

（ハードウェア） 

２ １と併せて、また連携して動作することを目的

に導入する、電子機器・機械装置等の購入に要する

費用 

補助対象経費から国、

地方公共団体その他公

共的団体からの助成額

を差し引いた額の1/2

以内（千円未満の金額

は切り捨てる。）で、

限度額50万円 
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別表第３（申請時に必要となる書類）  

補助対象事

業  
提出書類  

申請期

日 

業態転換  

共
通 

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付申請書

兼誓約書（様式第１） 

・事業計画書兼対象経費予算書（様式第２） 

・申請額の算定根拠が分かる見積書（２社以上）（※

２） 

・購入予定の設備・備品等の仕様が分かる資料（備品

のカタログの写し等） 

・事業者や店舗の概要が分かる書類（会社概要、Ｈ

Ｐ、チラシ等） 

・債権者登録申請書 

・補助金振込先の分かるものの写し 

＜改装工事費を伴う場合＞ 

・改装予定の建物平面図の写し（※３） 

＜個人事業主の場合＞ 

・直近の確定申告書の写し（青色申告者であれば青色

申告決算書、白色申告であれば第1表と収支内訳書で

可）、個人事業の開業・廃業等届出書の写し 

＜オーダーメイド、オリジナル商品の場合＞ 

・型番が明確に示された見積書及びその機能が分かる

もの（※４） 

事業実

施前ま

でにか

つ申請

年度の

２月末

日まで  

屋
号
変

更 

・現在（業態転換前）の屋号が分かる看板及び外観の写

真 
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区
分
営
業 

＜昼と夜等、時間帯を区分して新たに事業を実施予定の

場合＞ 

・現在の営業時間の分かるもの（看板の写真、会社規則、

ＨＰ、チラシ等の写し） 

 

＜１階と２階等同一建物内の別区画にて新たに事業を

実施予定の場合＞ 

・建物平面図の写し 

 

新
店
進

出 

・出店予定地の位置図 

・新店舗の工事予定図面の写し。ただし、改装工事費を

伴う場合を除く。 

ECサイト 

開設・改善 

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付申請書兼誓約

書（様式第３） 

・事業計画書兼対象経費予算書（様式第４） 

・申請額の算定根拠が分かる見積書（２社以上）※ショッピ

ングモールの場合は除く 

・導入するパッケージの概要、料金プラン等が分かる資料  

・債権者登録申請書 

・補助金振込先の分かるものの写し 

＜個人事業主の場合＞ 

・直近の確定申告書の写し（青色申告者であれば青色申告決

算書、白色申告であれば第1表と収支内訳書で可）、個人事

業の開業・廃業等届出書の写し 

＜開設の場合＞ 

・開設するECサイトの完成イメージが分かる資料 

＜改善の場合＞ 

・現在のHPやサイトの内容が分かる資料、改善するECサイト

の完成イメージが分かる資料 

事業実

施前ま

でにか

つ申請

年度の

末日ま

で  
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クラウド 

ファンディ

ング  

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付申請書兼実績

報告書（様式第５） 

・実施したプロジェクトの内容がわかる書類（クラウドファ

ンディング仲介事業者のウェブサイト掲載ページを印刷し

たもの等） 

・クラウドファンディング仲介事業者に手数料を支払ったこ

とが分かる書類（クラウドファンディング仲介事業者から

送られてくる支払い明細書等） 

・クラウドファンディング仲介事業者からの支援金入金が確

認できる書類（通帳の写し等） 

・債権者登録申請書 

・補助金振込先の分かるものの写し 

＜委託費を伴う場合＞ 

・補助対象経費の支出を証する領収書等、出金したことが分

かるものの写し 

・補助対象経費の内訳が分かる書類（明細書、契約書、請

書、請求書等の写し） 

・事業を実施したことが分かる委託成果物等の写し 

＜個人事業主の場合＞ 

・直近の確定申告書の写し（青色申告者であれば青色申告決

算書、白色申告であれば第1表と収支内訳書で可）、個人事

業の開業・廃業等届出書の写し 

プロジ

ェクト

の終了

の日か

ら１年

以内  

デジタル化 

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金交付申請書兼誓約

書（様式第６）  

・事業計画書兼対象経費予算書（様式第７）  

・申請額の算定根拠が分かる見積書（ソフトウェア）（２社

以上）  

・導入するソフトの概要、料金プラン等が分かる資料  

・債権者登録申請書  

事業実

施前ま

でにか

つ申請

年度の

末日ま

で 
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・補助金振込先の分かるものの写し  

＜ハードウェアを伴う場合＞ 

・申請額の算定根拠が分かる見積書（ハードウェア）（２社

以上）  

・導入するソフトとの連携内容が分かる資料  

＜個人事業主の場合＞ 

・直近の確定申告書の写し（青色申告者であれば青色申告決

算書、白色申告であれば第1表と収支内訳書で可）、個人事業

の開業・廃業等届出書の写し  

（※２）改装工事費を伴う場合は、全ての見積もりを市内に本店（個人については住

所）を有する中小企業者から徴取すること。 

（※３）併用住宅の場合は、住居と店舗の面積割合の分かる書類を別途提出すること。 

（※４）オーダーメイド、オリジナル商品やそれらを集約した一式の商品の場合は、そ

れぞれの設備・備品が物理的に接続されることで、機能を果たすものをいう。その際

は、商品の型番が分かる見積書、料金体系の分かる書類を別途提出すること。  



‐13‐ 

別表第４（実績報告時に必要となる書類） 

補助対象事業 添 付 書 類 

業態転換 

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金実績報告書（様式

第12） 

・対象経費決算書（様式第13） 

・補助対象経費の支出を証する領収書等、出金したことが分

かるものの写し 

・補助対象経費の内訳が分かる書類（明細書、契約書、請

書、請求書等の写し） 

・導入した設備・備品等の写真（全体と型番の分かるもの） 

・事業を実施（業態転換）したことが分かる店内外の写真 

・店舗の営業開始日が分かる書類（チラシ、HP、SNS、看板、

会社規則等） 

・料金体系の分かるもの（メニュー表、サービス表等） 

＜業態転換後の事業が許認可を要する事業の場合＞ 

・事業を行うために新たに取得した、許認可証等の写し（食

品営業許可証、確認済証等） 

ECサイト 

開設・改善 

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金実績報告書（様式

第14） 

・対象経費決算書（様式第15） 

・補助対象経費の支出を証する領収書等、出金したことが分

かるものの写し 

・補助対象経費の内訳が分かる書類（明細書、契約書、請

書、請求書等の写し） 

・事業を実施したことが確認できるECサイトのページの写し

（商品、サービスの内容が具体的に分かるもの） 

・開設した日が分かる書類（「お知らせ記事」等） 

・事業を行うために新たに取得した、許認可証等の写し（食

品営業許可証、古物商等） 
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デジタル化 

・豊橋市新ビジネスチャレンジ応援補助金実績報告書（様式

第16） 

・対象経費決算書（様式第17） 

・補助対象経費の支出を証する領収書等、出金したことが分

かるものの写し  

・補助対象経費の内訳が分かる書類（明細書、契約書、請

書、請求書等の写し）  

・補助対象経費が納品されたことが分かる書類（納品書等の

写し）  

・事業を実施したことが分かるソフトウェアに係る稼働状況

の写真（モニターの画面等）  

・導入したハードウェアに係る機器等の写真（全体と型番の

分かるもの）  

 

 


